
番号
調査主体
カテゴリ

調査実施主体 調査名 調査手法 調査対象 回収数
実施時期

（平成23年）
主な調査項目 調査結果概要

1 国 内閣府、
消防庁、
気象庁

平成２３年度東日本大
震災における避難行動
に関する面接調査（住
民）

仮設住宅・避難所の訪問
による面接方式
（調査員が調査票を持参
し、調査に同意の得られ
た方に一問一答で回答
を記録）

岩手県、宮城
県、福島県沿
岸地域で県内
に避難している
被災者

８７０
岩手県：３９１
名
宮城県：３８５
名
福島県：９４名

７月上旬
～

７月下旬

・ 避難所等の生活環境
・ 今後の希望
・ 地震発生時の状況
・ 地震・津波情報
・ 行動内容
・ 過去の津波経験
・ 防災啓発・取組
・ 回答者属性

直後避難５７％、用事後避難３
１％、切迫避難１１％。
直後避難の人の避難のきっかけ
は「揺れ」「声かけ」「津波警報」
「率先避難」。用事後避難は「家族
を探しにいってから」、切迫避難は
津波への意識が薄かったために
すぐに避難しなかった。

2 国 内閣府、
消防庁、
気象庁

平成２３年度東日本大
震災における避難行動
に関する面接調査（避
難支援者等）

面接調査 自治体
・警察
・常備消防
・消防団
・学校
・病院
・社会福祉施設
・自治会
・事業者

岩手県４自治
体
宮城県４自治
体
福島県１自治
体
各自治体
１０～１２団体
（計９５団体）

７月上旬
～

７月下旬

・ 被災状況
・ 初動体制
・ 情報入手状況
・ 情報伝達状況
・ 避難行動、避難誘導
・ 地震や津波の経験
・ 津波発生前の防災活動
・ 今後の課題

津波への意識の薄さから避難しな
い住民がいたことが、避難支援者
や誘導者の犠牲を増やした。地域
住民への避難の意識付けの重要
性が指摘された。

3 国 消防庁 東日本大震災における
市町村防災行政無線
の使用状況

アンケート 岩手県、宮城
県、福島県の
全市町村

２７市町村 ７月７日
～

７月２９日

・ 東日本大震災における市町村防災行
政無線の被災有無
・ 東日本大震災における市町村防災行
政無線の使用状況
・ 消防救急無線が利用できなかった場合
の対処方法
・ 大津波警報発令後の措置に関する反
省点

防災行政無線が「利用できないこ
とがあった」市町村は６３％。うち６
５％は倒壊・破損棟が原因であっ
た。今後の課題としては「無線の
非常電源確保等」が全体の８
９％。

4 国 消防庁 東日本大震災における
消防団員の活動等に
関する調査（団員）

質問票を用いた無記名
回答によるアンケート調
査

宮古市、釜石
市、気仙沼市、
石巻市、いわき
市の５市のう
ち、沿岸を担当
した分団に所
属する消防団
員

４７１人 １０月３日
～

１１月１１日

・ 団員の属性
・ 東日本大震災時の対応
・ 情報把握
・ 安全管理
・ 大震災を想定した日頃の訓練、研修等

地震発生直後に消防団活動を
「実施できた」団員は約６割。うち８
割が避難誘導にあたった。うち「避
難の呼びかけに応じない住民が
いた」団員が３６％で、その割合の
印象は１～３割程度。

これまでに実施された調査一覧
災害時の避難に関する専門調査会　津波防災に関するワーキンググループ 参考資料３  
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番号
調査主体
カテゴリ

調査実施主体 調査名 調査手法 調査対象 回収数
実施時期

（平成23年）
主な調査項目 調査結果概要

5 国 消防庁 東日本大震災における
消防団員の活動等に
関する調査（消防団担
当者）

アンケート調査 宮古市、釜石
市、気仙沼市、
石巻市、いわき
市

５市 １１月４日
～

１１月１４日

・ 消防団員の死者・行方不明者の状況
・ 水門等の管理状況
・ 震災時に閉鎖等が必要であった水門
等の状況
・ 震災時の水門等の閉鎖状況
・ 震災時の水門等の閉鎖方法の状況
・ 消防団の活動等に関する事項
・ 防災教育及び安全管理に関する事項
・ 情報伝達に関する事項
・ 無線及び情報伝達の状況
・ 消防団員の活動及び他機関等との連
携状況
・ 東日本大震災の教訓と反省点

消防団員への出場指令は、市や
消防本部から、防災行政無線や
電話連絡網・電子メールを通じて
行われた。消防団と常備消防の
連携は、無線か携帯電話で行っ
た。

6 国 国土交通省 東日本大震災の津波
被災現況調査

避難所･仮設住宅･自宅
等への訪問し、聞き取り
（ヒアリング方式）

浸水区域内に
居住している個
人（約４０　万
人）をサンプリ
ング（約２．
４％）

９，５７４人 ９　月下旬
～

１２　月末

・ 地震発生時の状況
・ 津波に関する認識、警報等の情報入手
・ 避難をしたか、しなかったか
・ 発災から当日の日没までの行動
（避難ルート、交通手段、避難時の状況、
避難先等）

８０％が３０分以内に避難を開始
したが、家族・親戚等の探索等行
動も多かった。
避難の交通手段は徒歩と車が
半々だが、車避難者の１８％は５
００ｍ以内の短距離利用。「信号
が点灯していなかった」「渋滞して
車が動けなかった」等が指摘され
た。

7 国
地方自治体

国土交通省
気仙沼市

アンケート アンケート 気仙沼市避難
所・仮設住宅で
暮らす被災者

２７６９ ６月１７日
～

６月１９日

・避難手段
・避難指示の情報源

避難手段は「徒歩」４６％、「車」４
５％。
避難指示の情報源は「防災行政
無線」５４％、「聞こえなかった」１
７％。

8 地方自治体 おいらせ町 おいらせ町震災復興計
画策定にかかるアン
ケート調査

郵送による配布、郵送に
よる回収

おいらせ町お
いらせ町に住
む１８歳以上の
男女

７５１標本 ８月 ・被害、被災の状況
・避難の状況
・防災意識と情報入手
・生活再建支援と復興対策
他

避難した人の１／３強は情報なし
でも自主的に避難を開始、１／４
弱は防災無線や広報車に促され
て避難。
災害情報の入手、非常持ち出し
品、情報連絡体制の不備への不
足感が大きかった。

9 地方自治体 おいらせ町 被災者聞き取り調査 聞き取り法 おいらせ町半
壊以上の被害
を受けた世帯

５７世帯（実施
世帯）

８月８日
～

８月１２日
９月１３日

～
９月１６日

・地震・津波発生時にいた場所
・避難したきっかけ
・震災以降に生活や仕事で困っているこ
と
他

地震・津波発生時は家にいたの
が３１世帯。
避難したきっかけは防災無線や広
報車が１２世帯。

10 地方自治体 八戸市 八戸市復興計画／市
民アンケート調査

郵送による配布・回収
（お礼状兼督促状を1回
送付）

八戸市当市在
住の満１８歳以
上（平成２３年
５月１５日時
点）

６５３標本 ５月２５日
～

６月１０日

・震災による被害について
・震災発生時の避難行動について
・震災以降困っていることについて
・被災者の生活再建について
他

避難行動のきっかけは、「ラジオ
やテレビの情報」が９５　人、「勤
務先での指示」が６９人、「防災無
線や広報車の放送」と「人づてに
知り避難した」が３３人。
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番号
調査主体
カテゴリ

調査実施主体 調査名 調査手法 調査対象 回収数
実施時期

（平成23年）
主な調査項目 調査結果概要

11 地方自治体 野田村 野田村の復興に関する
（中学生・高校生）アン
ケート調査

各学校の先生から生徒
に配布し、回収

野田村中学
生、高校生

３０１標本 ６月下旬 ・震災時の避難
・避難してから困ったこと
他

避難した人が回答者の７０％。

12 地方自治体 気仙沼市 東日本大震災に関する
調査（被災者アンケー
ト）

直接配布ポスト回収方式 気仙沼市仮設
住宅・避難所住
民

２７６９標本 ６月１７日
～

６月２７日

・震災直後の状況（避難指示の情報源、
情報源別の聞こえた時期）
・津波避難の状況（津波来襲時の避難場
所、避難場所までの移動手段）
他

同報無線と回答した住民の約８割
は、１５分以内に避難情報を入
手。
車を移動手段とした住民は、高齢
者のみならず全世代で一様に高
い傾向。

13 地方自治体 松島町 「松島町の復興まちづく
り」住民アンケート

記載なし 松島町全世帯 １７１８標本 ８月１０日～ ・避難の有無
他

地震発生後の避難について、津
波被害が考えられた松島区、高
城区、磯崎区、手樽区だけの集計
（１，１６２票）では、「避難した」が
４５％、「避難しなかった」が５
３％。

14 地方自治体 塩竃市 塩竈市震災復興計画
策定に関する市民意向
調査

郵送 塩竈市被災全
世帯の世帯主

２７８２標本 ７月１６日
～

７月２６日

・被災場所
・大津波警報を知った媒体
・避難の有無（理由）
・避難時の移動手段
他

３月１１日の地震時に、「自宅」に
いた方が最も多く６５％。
大津波警報が出た後、「避難した」
とする方が約５３％。避難手段は、
「徒歩」が回答者のうちの過半数
の５２％。

15 地方自治体 七ヶ浜町 七ヶ浜町震災復興に関
する調査

郵送 七ヶ浜町１６歳
以上の町民

５１２標本 記載なし ・被災前の居住状況
・被災状況
・今後の居住地希望
・行政に望むこと
他

被災状況は、大規模半壊以上が
約１６％、半壊及び一部損が５
８％、床上・床下浸水が約２％、無
事が約２０％であった。
行政に望むことついて、防波堤な
どによる津対策、早い情報開示・
提供、住宅（仮設を除く）の建設・
支援。

16 地方自治体 仙台市 東日本大震災に関する
市民アンケート

郵送で配布・回収 仙台市全域仙
台市居住１６歳
男女

１１月２５日
～

１２月２２日

・地震時の避難行動
・震災後の生活状況
他

平成２４年２月下旬　最終報告（予
定）

17 地方自治体 茨城県 県民アンケート 調査票を郵送で送付 茨城県民（世
帯）

３８８７ ９月１４日
～

１０月２１日

・想定していた津波の高さ
・津波時の避難場所
・津波ハザードマップや津波浸水想定区
域図の認知度
・実際に避難したか
・避難しなかった理由
・行政の震災対応で課題と感じたこと

想定していた津波の高さは「今回
ほどの津波が来るとは思わなかっ
た」４２％。
津波時の避難場所は「知らなかっ
た」４７％。
津波ハザードマップや津波浸水想
定区域図は「見たことがない」７
２％。
実際に避難したかは「避難した」６
０％。
避難しなかった理由は「自分の所
まで来ないと思った」４６％。
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番号
調査主体
カテゴリ

調査実施主体 調査名 調査手法 調査対象 回収数
実施時期

（平成23年）
主な調査項目 調査結果概要

18 地方自治体 神栖市 高校生へのアンケート
調査

高校にて調査表を配布・
回収

神栖市内神栖
市内にある県
立高校３校

１０５名 ７月１日
～

７月１１日

・震災直後、不安に思ったこと
・震災当日の家族との連絡
・学校からの帰宅状況（震災当日学校に
いた方）
・震災当日の帰宅方法
他

自由記述の中で、防災無線につ
いて「防災無線の誤報がひどかっ
たので、正確な情報にしてほしい」
「避難勧告や連絡などをもっと聞
きやすい音でやってほしい」「放送
をもっとはっきりとしてほしい（はっ
きりと言うことも）」という回答が
あった。

19 地方自治体 旭市
香取市

県民の避難行動及び
防災意識に関するアン
ケート調査

応急仮設住宅及び一般
住宅へのアンケート用紙
のポスティング（回答は
郵送による）

千葉県旭市、
香取市の応急
仮設住宅及び
旭市（旧飯岡地
区）居住の１０
代以上の男女

１４６世帯 １０月８日
～

１０月３１日

・地震発生時に居た場所及び状況
・地震を知ってから、最初にとった行動
・避難しようと思ったきっかけ・理由
・一時避難場所への移動方法
他

地震発生時に沿岸市町村に居た
回答者のうち、約７７％が、「地震
＝津波」という意識を持っていな
かった。
避難する“きっかけ”については、
「家族・知人の避難と「防災行政無
線による呼びかけ」で５４％。
「地震の次には津波が来る」との
考えから避難した人は１８．７％。

20 地方自治体 銚子市 東北地方太平洋沖地
震による地震アンケー
ト

電話調査法 銚子市内在住
者（電話帳より
各町内１名以
上を無作為に
抽出）

１００名 ５月１７日
～

５月２０日

・地震時の行動について
・避難場所について
・個人レベルでの震災対策について
・津波に関する情報及び避難行動につい
て
他

津波警報・注意報を知ったのは、
３４％がテレビ、２４％が防災無
線、１６％が家族や近所。
津波情報を知って避難した人は３
６％。

21 地方自治体 徳島県 アンケート アンケート 徳島県住民 １２４０ ５月～６月 ・震災の際に避難したか
・避難した場所
・避難した理由
・避難しなかった理由

震災の際に「避難しなかった」６
８．０％。
避難した場所は「公民館など市町
が指定した避難場所」３５．８％、
「近所の高台」２８．６％。
避難しなかった理由は「テレビな
どで他地域の状況を見聞きして、
大丈夫だと思った」４７．９％、
「（予想が）１メートル程度の津波
なら大丈夫」３６．５％。

22 民間調査会社 サーベイリ
サーチセン
ター

東日本大震災「宮城県
沿岸部における被災地
アンケート」調査

質問紙を用いた調査員
による個別面接調査法

宮城県沿岸部
（８市町１８避
難所）に避難中
の２０歳以上男
女

４５１人 ４月１５日
～

４月１７日

・ 地震発生時の状況
・ 避難行動
・ 必要な情報
・ 必要な支援
・ 生活再建

地震直後に「津波が必ず来ると
思った」のは３０％。地震後の大津
波警報は４０％が「聞かなかっ
た」。
津波に関する伝承は日頃「聞いた
ことがあり役に立った」が２５％。
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番号
調査主体
カテゴリ

調査実施主体 調査名 調査手法 調査対象 回収数
実施時期

（平成23年）
主な調査項目 調査結果概要

23 民間調査会社 ウェザーニュー
ズ

「東日本大震災」調査 アンケート インターネット
サイト、携帯サ
イト、スマート
フォンアプリ
ケーションの利
用者

８８，６０４人
（被災地９，３
１６人）

３月１４日
～

４月１０日

・ 地震が発生してから津波の情報を知る
までにかかった時間
・ 津波警報を最初に入手したメディア
・ 大津波警報・津波警報の発表を受けて
の行動
・ 揺れがおさまるまでの行動
・ 揺れがおさまるまでの行動に対する自
己評価
・ 災害に関する情報の入手先
・ 地震発生後、家族や友人と最初に連絡
が取れた時間
・ 被災時に家族や友人とコミュニケーショ
ンした内容
・ 地震発生から24 時間以内に個人が情
報を発信した回数
・ 困った事あるいは現在も困っている事
・ 備えておかなければいけなかったと思
う事
・ 避難時（緊急時）の近所の人や周りに
いた方との連携への評価

被災地で地震発生から津波の情
報を知るまでに平均１６．４分か
かった。津波警報は最初「ラジオ
で入手した」が最も多い。被災地
でも３３％が退避行動に移れな
かった。
屋内にいた避難者は「屋外に逃げ
た」、屋外では「とりあえず様子を
見た」が最も多かった。
被災地で最初に家族や友人と連
絡が取れるまでに平均４時間９分
かかった。

24 民間調査会社 ウェザーニュー
ズ

東日本大震災　津波調
査

アンケート 北海道・青森
県・岩手県・宮
城県・福島県・
茨城県・千葉県
の１　道６　県
の被災者
（インターネット
サイト、携帯サ
イト、スマート
フォンアプリ
ケーションの利

５，２９６件
（自身３，２９８
件、
　犠牲者１，９
９８件）

５月１８日
～

６月１２日

・ 地震発生から避難開始までの時間
・ 避難開始のきっかけ
・ 避難行動の有無
・ 向かった避難場所
・ なぜ津波から逃げきる事ができなかっ
たか
・ 津波から避難した高さ
・ 避難先からの移動
・ 避難場所から再び危険地域へ行く理由

亡くなった方は、地震発生から避
難開始まで平均２１分（生存者１９
分）、２０％は避難できず、避難で
きても７５％が安全な場所に避難
できなかった。
亡くなった方の１８％は避難中に
障害に遭遇、避難した高さは平均
１．７階（生存者は２．９階）。

25 民間調査会社 ウェザーニュー
ズ

アンケート インターネットアンケート 記載なし 全国の計３万
７２７９人（５県
計７９９２人）

記載なし ・避難場所
・津波警報や注意報を知るまでにかかっ
た時間

津波警報発表を知るまで平均２３
分かかり、高い場所への避難行
動を取ったのは６％。

26 民間調査会社 株式会社ｍｅｄ
ｉｂａ

震災に関するアンケー
ト

モバイル調査（クローズ
ド調査）

全国（岩手県、
宮城県、福島
県、茨城県を除
く）ｍｅｄｉｂａ保
有会員の１５～
６９歳男女

１２５０人 ４月２８日
～

４月３０日

・震災に関しての安否確認連絡の有無
・安否確認をの連絡を取った方法
・安否確認の連絡が取れた方法
他

今回の震災で、安否確認の連絡
を取った（取ろうとした）人は６６．
６％。
「連絡が取れた方法」の割合を見
ると、有効性が最も高かったのは
「直接会って」８８％、次いで「イン
ターネット（SNS :mixiやTwitterな
ど）」８５．５％、「メール（携帯電
話）」８２．５％。
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27 民間調査会社 ＮＴＴレゾナント
株式会社

第３回中高生の保護者
調査「震災時の学校と
コミュニケーションに関
する調査」

gooリサーチ非公開型イ
ンターネットアンケート

首都圏エリア
甲信越エリア
東北エリア
居住中学生・高
校生の子ども
を持つ保護者

３５０名 １０月２７日
～

１０月３１日

・学校と保護者間のコミュニケーションと
してのIT活用状況
・震災時の学校と保護者間の連絡の有
無
・震災時に学校から保護者に連絡があっ
た際の連絡手段
他

平常時の学校と保護者間のコミュ
ニケーションツールは、「学校の
ホームページ」や「eメール」など、
ITを活用している学校は9割。
しかし東日本大震災時には、電波
状況の不具合なども含め、「学校
から連絡はなかった（取れなかっ
た）」保護者が7割以上。

28 民間調査会社 コムスコア・
ジャパン株式
会社

東日本大震災のモバイ
ル利用、並びにその他
情報収集についての調
査

データベース情報？ 日本に居住す
る１３歳以上の
モバイルユー
ザー

記載なし 記載なし ・地震／津波情報について携帯電話のア
クセス方法
他

最も多くの割合の人々 (８３％) が
震災後の情報源としてテレビが非
常に重要であると見なし、パソコン
でのインターネット (７２％)、ラジオ
放送 (６６％)、携帯電話 (４９％)。

29 マスメディア 朝日新聞 アンケート 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし ・避難勧告発令対象者数
・避難者数

避難勧告は１０万９４０世帯の２３
万４６６６人。
避難所に避難したのは、ピーク時
でも２０５２人（０・８７％）。
避難指示は３万８７９０世帯の９万
３８２６人。
避難所に行ったのは２１０６人（２・
２４％）。

30 マスメディア 朝日新聞 アンケート アンケート 沿岸市町村 １９７ 記載なし ・津波避難計画の作成状況
・避難訓練の実施状況
・津波避難ビルの指定状況

津波避難計画の作成状況は「作
成済」５０．２％。
避難訓練の実施状況は「実施」７
５％。
津波避難ビルの指定状況は「指
定している」３５．５％。

31 マスメディア 毎日新聞 アンケート アンケート 岩手県・宮城県
住民

１００ 記載なし ・津波情報の入手方法
・震災前に大震災や津波の被害に遭うと
考えていたか
・避難準備、避難場所の把握
・震災後の体の変調
・避難所を出て一時的に落ち着く先
・政府・行政に望むこと

津波情報の入手方法は　「防災無
線」２４％。
震災前に大震災や津波の被害は
「予想していたが、これほどとは考
えていなかった」６８％。
「避難の準備をして避難所も把握
していた」３４％。
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32 マスメディア 読売新聞 震災３か月　被災者ア
ンケート

アンケート 岩手県、宮城
県、福島県被
災者

３００ ５月３０日
～

６月３日

・今後住宅を確保できる見込み
・確保方法
・仮設住宅の入居期間の2年後の住宅確
保見込み
・住居の移転希望
・収入
・津波警報が出ていることを避難前に
知っていたか
・何で知ったか
・暮らしていた地域に戻りたいか
・自宅に被害があったか
・自分の地域が復興できると思うか

津波警報が出ていることを避難前
に「知っていた」６割。うち、知った
方法は「防災無線」６４％。

33 マスメディア 読売新聞 １９７市町村アンケート アンケート 東海、東南海、
南海地震の津
波被害が及ぶ
とされる１９７市
町村自治体

１９７ 記載なし ・今の海岸保全施設で最大級の津波から
防御できるか
・不足しているソフト対策
・避難場所や避難経路
・津波避難訓練について
・訓練の課題
・津波ビルについて
・検討している津波防災教育

今の海岸保全施設で最大級の津
波から「防御できない地域がある」
「すべての地域で防御できない」
計５８％。
避難場所や避難経路は「見直しを
検討」75％（うち「すでに見直し」
17％）。

34 マスメディア 記載なし
（掲載は産経
新聞）

アンケート 記載なし 岩手県宮古市
田老地区と仙
台市若林・宮城
野両区、宮城
県女川町の避
難所被災者

１０２ 記載なし ・地震発生から避難するまでの時間
・避難時の津波の状況
・避難のタイミング
・避難した理由
・避難所生活で直後から不足していたも
の
・家屋被害
・人員被害

地震発生から避難するまでの時
間は田老地区では「地震発生から
２９分以内」９１．４％、仙台市内２
カ所と女川町では「地震発生から
２９分以内」７２・０％。
避難時の津波の状況は田老では
「まだ津波は到達していなかった」
９０％以上。仙台と女川では、「避
難したときにはすでに津波が到
達」１７．９％。

35 マスメディア 岩手日報 避難者アンケート 記者による直接面談方
式のアンケート

津波被害を受
けた沿岸１２市
町村避難所で
生活する住民
（各市町村の避
難者の約１％
を無作為抽出）

５００ ３月２０日
～

３月２２日

・津波の避難を始めたタイミング
・避難手段
・避難所生活で一番困っていること

津波の避難を始めたタイミングは
「揺れを感じてすぐ」４４．０％。
避難手段は「徒歩」５３．０％、「自
動車」３４．４％、「自転車」２．
６％。
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36 マスメディア 河北新報 アンケート アンケート 宮城県沿岸部
避難者

３９４ 記載なし ・自宅のあった場所に再び住みたいか
・大津波の際にいた場所
・（大津波の際に避難所にいた方対象）
避難所は安全だったか
・地震・津波に対する自治体の対策
・避難場所への移動手段
・地震対策への意識
・津波への意識

大津波の際にいた場所は「高台
や高い建物などの避難場所」３６．
５％、「自宅や勤務先、学校、訪問
先など」３１．９％。
避難所は安全「安全だった」５０．
６％。
避難場所への移動手段は「車」４
１．６％。

37 マスメディア 河北新報・東
北大災害制御
研究センター

アンケート 面談による聞き取り 記載なし ２７１ ５月中旬 ・津波警報の入手手段
・５月中旬の１週間で浸水被害を受けた
地域に入った回数
・３月１１日の震災発生時の避難行動
・大きな余震が起きたら非難するか

津波警報の入手手段は「携帯ラジ
オ」２４．２％、「携帯電話・携帯
メール」２２．３％、「入手できる状
況になかった」２１．８％。
３月１１日の震災発生時の避難行
動は「ただちに避難した」３０．
２％、「津波警報を聞いて避難し
た」１４．３％。

38 その他 関西大学・河
田恵昭 社会安
全学部長

アンケート アンケート 被災市町村に
て津波で生き
残った人

８７０ 記載なし ・津波警報直後に帰宅したか 津波警報直後、「出先からいった
ん家に帰宅」３１％。

39 その他 徳島市津田中
学校小西正志
教諭

アンケート アンケート 徳島市津田中
学校の１・２年
生

２２９ 記載なし ・東日本大震災で大津波警報が発令され
た際に避難したか
・避難しなかった理由

避難したかは「避難しなかった」６
５％。避難にかかった時間は「５～
１０分」３６％。
避難しなかった理由は「家族が避
難しなくていいと言った」４８％、
「大きな津波は来ないと思った」３
４％。

40 その他 東京中小企業
家同友会

「東日本大震災」による
経営への緊急影響調
査

アンケート 会員企業 ３０１社 記載なし
（発表は３

月２６日付）

・被害状況 「直接的な被害を受けた」２１．
５％、「間接的な被害を受けた」７
１．８％。

41 その他 釧路市地方気
象台

アンケート アンケート 釧路気象台管
区住民（２０歳
以上）

２５００ 記載なし ・津波の心配をしたか
・津波のメカニズムを理解しているか

津波の「心配しなかった」４７％。
理由は「揺れが小さかった」「海を
知っているから」。

42 その他 キッズベース
キャンプ

アンケート アンケート 小１～小５の親 ３００ ５月 ・地震後の学校からの連絡の有無
・学校からの連絡手段
・地震時の学校の対応

地震後の学校からの「連絡があっ
た」５６％。
学校からの連絡手段は「メール」８
８％、「電話」１０％。
地震時の学校の対応は「預かっ
た」５７％、「一斉下校」２０％。
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